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21．京都大学における競争的資金等の適正管理に関する体制
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◆　本学の会計諸制度は、規程をはじめＱ＆Ａ、マニュアル等において体系的
に定められており、本学のホームページにも掲載しているところですが、このハ
ンドブックは、日常研究資金等を使用するうえで必要となる会計ルールに係る
要点・注意事項を整理し、1冊にまとめたものです。なお、本書に記載の本学
会計ルールは、研究費の使用に限られたものでなく、本学における教育・研
究・診療その他の経費についても同様の取り扱いとなりますので、ご留意くだ
さい。

◆　このハンドブックは、競争的資金等の研究費使用に際し、会計手続きの理
解不足等から生じる研究費の不正・不適切な使用を防止する観点から、本学
における会計ルール及び資金毎の使用ルールをできるだけわかりやすく示し、
教職員の方々の本学会計諸制度への理解を促進する目的で作成しました。

◆　本書は、研究室に常設していただき、日常の物品購入等の際に確認用とし
てご使用、ご活用ください。

◆　競争的資金等の研究費をはじめとする公的資金は、国民の血税ですので、
不正使用及び不適切な使用は認められないことを十分に理解してください。
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特に研究者に意識していただきたい事項
　①　研究従事者としての誇りを持ち、その使命を自覚する。
　②　研究費の不正使用を行わない。
　③　研究費の不正使用に加担しない。
　④　周囲の者に対して、研究費の不正使用をさせない。
　⑤　研究費の不正使用を黙認しない。

研究費を取扱う職員等に意識していただきたい事項
　①　規程および不正防止計画を理解し研究者に周知する。
　②　周囲の者に対して、研究費の不正使用をさせない。
　③　研究費の不正使用を黙認しない。

◆　本学における会計職務の権限体制は、次に示すとおり、総長を頂点とした
ピラミッド構造になっています。

◆　予算執行上の運営責任は各部局予算責任者（部局長）に、会計上の事務
処理責任は各部局経理責任者（共通事務部長・事務（部）長）に委ねられて
おり、責任の明確化を図っています。

◆　経理担当者は経理責任者のもと、研究者のみなさんがルールに沿って研究
費を使用できるよう、確認や助言を行っていますので、ご理解とご協力をお願
いします。

【共通事務部長・事務（部）長】

【財務部経理課長・掛長等】
金銭の出納及び保管に

関する事務
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　本学における契約は一般競争を原則としている。ただし、次の場合に例
外的に随意契約を認めている。　 　 （業務方法書、会計規程第41条）

・契約の性質又は目的が競争を許さない場合
・予定価格1,000万円未満のもの　等

（契約事務取扱規則第37条）
　予定価格500万円以上の設備を調達しようとする場合には、調達
しようとする設備の仕様の策定を行うため、仕様策定委員を任命す
るものとする。
　ただし、当該設備を調達しようとする者は仕様策定委員及び技
術審査職員になることはできない。
（大型設備等の調達に係る仕様策定等に関する取扱要領第2条、第7条、第11条）
　契約金額が500万円未満の契約をするときは、契約書の作成を省
略することができる。  （契約事務取扱規則第43条）
　予定価格が500万円未満の随意契約については、予定価格調書の
作成を省略することができる。 　（契約事務取扱規則第39条）
　なお、予定価格が500万円以上1,000万円未満の随意契約について
は、公募型見積り合わせを実施するものとする。　
 （契約事務取扱規則第37条）

※ 受入れる競争的資金等によっては、本学規程と取扱いが異なることがあります。

契約に際して、教職員が特に留意する事項

①　調達に関する情報が一者に偏らないよう配慮すること。
　科研費の交付申請時や実際に調達を開始しようとする際に、業者に調達予
定物品の情報提供を求める場合は、特定の業者のみに情報を伝えないこと。
　また、情報を伝える際にも予算額は伝えないこと。

②　業者との打ち合わせは密室で行わないこと。
　教職員と特定の業者との関係に癒着等の疑いを持たれることのないよう
に、オープンなスペースでの打ち合わせを行うこと。 

③　仕様策定委員は、公正な仕様の策定に努めること。
　研究者が求めている性能等を有することが必要不可欠のものであり、必要
以上のものとなっていないことを仕様策定委員において十分検討すること。

◆　特に研究者が気を付けなければならない会計上の禁止事項は以下の
3点です。

◆　実態を伴わない虚偽の書類を作成し、大学に提出して不正に研究費
を支出させるこれらの行為は、たとえ私的流用がなくとも、研究費の
不正使用になります。
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学生に対して作業実態に基づき適正に支給された給与及び謝金で
あっても、その全部又は一部を回収する還流行為（強制的徴収）は、本
人承諾の有無に関わらず社会的に不適切な行為です。このため、本学
では一切の還流行為を禁止しています。

◎他の機関から旅費の支給を受けたにもかかわらず、大学に同じ旅
行の旅費を請求し、２重に旅費を受領した。

◎格安航空券を購入したにもかかわらず、業者に正規運賃の見積書
及び領収書の作成させて外国旅費を水増し請求し、大学院生の学
会出席等に使用した。

◎予定を変更し日帰りをしたが、予定どおり一泊二日の旅費を着服し
た。

◎出張を取りやめたにもかかわらず、偽りの 「出張報告書」等を提出
して、不正に旅費を着服し、当該研究目的以外の出張に流用した。

◎私的な旅行（帰省、ゼミ旅行等）にもかかわらず、大学に旅費を請
求して着服した。

◎航空運賃と宿泊料のパック商品を利用したにもかかわらず、全額
を航空運賃として旅費を請求し、着服した。

※　財団等からの研究助成金に係る個人経理の禁止

個人に対する助成金であっても、本学における活動に

係るものは大学による経理が必要です。

◎研究費が余ったため架空の発注を行い、業者に支払われた研究費

を預け金として管理させ、翌年度以降で必要な時に試薬・実験動物

等を納品させた。

◎研究費が余ったため、実際は4月に納品された物品の納品書の日付

を空欄にするよう業者に指示し、前年度の予算で支払った。　

◎実際には４月以降の納入予定物品を業者に年度内に納入済として

書類を作成させ、代金を支払った。

◎研究費が足りなくなったため、実際は3月に納品された物品の納品

日を4月に書き換えるよう業者に指示し、新年度の予算で支払った。

◎当該経費では執行できない什器類の購入や施設改修工事費用に充

当するため、業者に取引実態と異なる虚偽の書類作成を指示し、大

学に研究費を支払わせ、それを業者に預け金として管理させた。

※ 不適切な使用について

〇　年度末に研究資金が余ったため、翌年度の研究に使用する物品の大量
購入

　⇒繰越制度が利用できないかを確認し、利用できない場合は返納しましょう。

〇　公私の区別が付きにくく研究上の用途が不明確な物品の購入

　⇒研究費からの支出が認められない場合があります。
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旅行伺
兼旅費精算請求書

兼報告書

自署

・競争的資金の種類により、書面で出張結果を求め
られている場合は、別途出張報告書を作成してく
ださい。科研費等本学の規程を準用するものは、
本学様式（旅行伺兼旅費精算請求書兼報告書、あ
るいは旅行伺兼旅費概算（精算）請求書兼報告
書）により、出張完了報告に伴う請求・精算書を
作成して事務室等に提出してください。なお旅行
伺には用務先相手方の所属・氏名、訪問場所、用
務内容等を具体的に記載してください。
・ただし、本学の規程を準用する場合でも、詳細な
出張状況報告を求められる場合もありますので、
出張依頼書や学会、シンポジウム等のパンフレッ
ト、研究成果物、記事等の資料は保管しておいて
ください。
・出張者は、過大請求でないことを証明するため
に、カバーチケットや領収書等の証拠書類を添付
しておいてください。
・請求内容は必ず出張者本人が確認し、自署により
請求してください。

旅行伺等により、事前に旅行命令権者の発令又は承認を得る。
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＊教員発注できないもの
　 ・上記の範囲を超える契約
　 ・職員の雇用、人材派遣契約、工事契約、謝金
　　 の支払い
　 ・詳しくは部局相談窓口にお尋ねください。

【検収センターで取扱う範囲】

　①総額 500 万円以上の
　　 物品購入契約

　②請負契約
　　 （印刷、ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ以外）

　③賃貸借契約

【検収所で取扱う範囲】

　①総額 500 万円未満の
　　 物品購入契約

　②請負契約
　  （印刷、ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ）

２６ １０

必ず発注者以外の検収担当者が検収を行う。
※　 原則として、発注者が所属する研究室等
　 以外の検収担当者が検収

令

発注者等

①総額500万円未満の物品購入契約
②請負契約（印刷、クリーニング）

①総額500万円以上の物品購入契約
②請負契約（工事、印刷、クリーニング以外）
③賃貸借契約

※やむを得ず、時間外・休日納品があった
　場合ついては、検収センターで取扱うも
　のとするが、特別な場合を除き、時間内
　の納品を徹底すること。

・実験用動物、ガス類、アイソトープ、ドライアイス
・図書館及び部局図書担当へ納品される図書（雑誌含む）
・病院の診療経費による医薬品、医療材料・機器等
・本部にて一括購入契約した物品
  （ＰＰＣ用紙、封筒、蛍光灯、トイレットペーパー、アルコール）
・店頭購入物品（※店頭購入物品については、検収所
　で検収を受けることもできます。）
・宅配便・郵便・メール便での納品
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特に注意しなければならない遵守事項
　①　原則学生による立替払は認められない。
　②　原則10万円未満に限る（10万円以上の立替払をしようとすると
　　きは、あらかじめ経理責任者の承認が必要）。
　③　立替払を行った日から14日以内に立替払請求書に領収書等を添
　　付して提出する。
　④　検収所又は検収センターでの現物確認が必要。

本学教職員が職務遂行のため、10万円未満の範囲で、物品の購入、借入、
請負、その他の契約を行い、代金を支払ったときは、予算責任者等の承認を得
たものに限り、その代金を支払うことができる。ただし、10万円以上の立替え払
いであっても、予め経理責任者が認める場合は、その代金を支払うことができる。

（契約事務取扱要領第24条）

　不適切な利用をした場合は、利用資格の取消又は
停止となる場合があります。

◆　本学では、現在の立替払の制度では一時的ですが個人の負担を伴うことと
なるため、負担を軽減することを目的として、法人カードを導入しています。

◆　法人カードについては、一部導入していない部局があります。なお、法人カー
ドで購入した物品についても、立替払と同様に現物確認を受ける必要があり
ます。

12



特に注意しなければならない遵守事項
　①　原則学生による立替払は認められない。
　②　原則10万円未満に限る（10万円以上の立替払をしようとすると
　　きは、あらかじめ経理責任者の承認が必要）。
　③　立替払を行った日から14日以内に立替払請求書に領収書等を添
　　付して提出する。
　④　検収所又は検収センターでの現物確認が必要。

本学教職員が職務遂行のため、10万円未満の範囲で、物品の購入、借入、
請負、その他の契約を行い、代金を支払ったときは、予算責任者等の承認を得
たものに限り、その代金を支払うことができる。ただし、10万円以上の立替え払
いであっても、予め経理責任者が認める場合は、その代金を支払うことができる。

（契約事務取扱要領第24条）

　不適切な利用をした場合は、利用資格の取消又は
停止となる場合があります。

◆　本学では、現在の立替払の制度では一時的ですが個人の負担を伴うことと
なるため、負担を軽減することを目的として、法人カードを導入しています。

◆　法人カードについては、一部導入していない部局があります。なお、法人カー
ドで購入した物品についても、立替払と同様に現物確認を受ける必要があり
ます。

12 13



◆　 競争的資金等のうち、交付内定を受けた補助金や前年度からの継続分の
補助金等について、研究の速やかな実施及び継続性の確保のために、その
管理者である大学法人が、補助金等が交付されるまでの間、立替えることが
できる制度です。

飲食費支出基準

会議等の開催前に飲食費支出伺を提出。

経理責任者は、必要に応じて、関係者若しくは業者等に確認。

会議等における飲食費の提供基準
　飲食物は、会議等の進行上の理由等によりやむを得ない場合に限り
　簡素なものを提供できる
　①　学内で行われる会合等における茶菓
　②　多数の者が参加する立食パーティーにおける飲食物
　③　会議等における前①及び②以外の飲食物
　④　入退室が制限される入学試験業務等における飲食物
　⑤　教職員又は学生に係る顕彰又は表彰における飲食物
　⑥　本学の教職員のみが参加する会議等における飲食費の
　　　支出は、前④及び⑤を除き認めない。
　⑦　酒類の提供に係る飲食費の支出は認めない。
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科研費の翌年度使用について

◆　 基金について（一部基金の「基金」分を含む）
「基金」として配分されたものは、研究期間内であれば繰越の手続きは必要ありません。

◆ 　補助金について（一部基金の「補助金」分を含む）
「補助金」として配分されたもので、繰越要件に該当する場合は、繰越手続き（理由書１枚
の提出）をすることで、翌年度に使用することができます。

（繰越対象について）
　 翌年度に繰り越すことができるのは、交付決定時には予想し得なかったやむを得ない事
由により年度内に完了することが困難となった補助事業に係る経費です。なお、研究計画
の終了後に余った補助金（余剰金）は、繰越しの対象にはなりません。

※　「調整金」制度について（平成２５年度より）
　補助金のみ配分される研究種目については、「調整金」制度を利用して翌年度に使用す
ることができます。

◆　競争的資金（直接経費）には、制度毎に使用できない経費が設定されてい
ます。なお、使用するときは、当該制度の内容について再確認することをお願
いします。
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研究拠点形成費等補助金
で使用できない経費

※　交付元機関による確定額調査において、使用ルールに則った使用と認められない場合は、

返還を求められることがあります。 

【学内の処分】
国立大学法人京都大学教職員就業規則第48条の規定による懲戒解雇、諭旨解

雇、停職、減給、戒告の懲戒処分、又は第50条による訓告、厳重注意等の指導監
督措置を受けます。
なお、自らの過去の不正について機関に自己申告した場合には、懲戒処分等において

情状が考慮されることがあります。（本学懲戒規程第3条第6号参照）

【資金配分機関の処分】
競争的資金には、それぞれ制度毎に応募資格停止、加算金を含めた資金の返

還等のペナルティが設けられています。詳細は当該競争的資金制度を確認してくださ
い。不正使用した研究費については、私的流用の有無にかかわらず、機関への補助金で
あっても、研究者本人に弁償責任が科せられます。

【法律上の処分】
本学又は資金配分機関から民事上の責任追及及び刑事告訴を受けることがあります。

研究機関に対して、次のペナルティが科せられることがあります。

①　研究費の不適切処理の疑いが生じ、適切な納品検査を怠っていた場合は、研究機関
が当該研究費に相当する額を返還しなければなりません。

②　経費管理体制の不備により悪質な不正使用事案が発生した場合には、研究機関に対
する間接経費の減額査定等が実施されます。

③　競争的資金の配分停止措置を受けることがあります。　

研究機関に対する処分

●　不正使用のあった事案は、調査委員会の調査結果とし
て、研究者の所属・職・氏名等を含めて原則公表されます。

●　研究者と大学の双方にとって、調査等にかかる膨大な時
間とコスト、報道された場合の社会的な信用失墜など、大
きなダメージを受けます。

処分以外にも…
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応募資格制限の厳罰化・適正化

私的流用の場合の１０年等、従前より応募資格の制限期間が長くなるも
のについては、平成２５年度の事業以降（継続課題も含む）で不正使用を
行った場合に適用する。

平成12年頃より毎年、科研費を含む複数財源から、懇意の業者へ預け金を行っていたこ
とが、平成24年の業者への預け金実態調査により判明した。預け金の大半の使い道は教育
研究活動であり、私的流用は一部のみであった。

調査委員会においては、使い道が教育研究活動であっても、各研究課題の遂行のために
使用されたとは確認できず、競争的資金の使用ルールに違反（他の経費との混同使用及び
目的外使用）していると判断された。

処分①　配分機関により５年間の公的研究費等交付停止の措置

処分②　預け金と認定された金額全額の返金及び、加算金並びに
延滞金の支払い

本学における事例

参 考

不正経理時 不正金額
1,000,000円

不正経理発覚時
（10年後）

 不正金額　　　　　　 加算金
1,000,000円＋ （1,000,000円×0.1095×10年）
＝2,095,000円　（返還額）

返還金の納付が１年
遅延すると…

　 返還額　　　　　　    延滞金
2,095,000円＋ （2,095,000円×0.1095×1年）
＝2,324,402円

※加算金及び延滞金について科研費の場合、 「補助金等に係る予算の執行

の適正化に関する法律」が適用されるため、

加算金は年10.95％ 延滞金も年10.95％

返還は
不正金額だけ

ではない

延滞金も発生
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応募資格制限の厳罰化・適正化

私的流用の場合の１０年等、従前より応募資格の制限期間が長くなるも
のについては、平成２５年度の事業以降（継続課題も含む）で不正使用を
行った場合に適用する。

平成12年頃より毎年、科研費を含む複数財源から、懇意の業者へ預け金を行っていたこ
とが、平成24年の業者への預け金実態調査により判明した。預け金の大半の使い道は教育
研究活動であり、私的流用は一部のみであった。

調査委員会においては、使い道が教育研究活動であっても、各研究課題の遂行のために
使用されたとは確認できず、競争的資金の使用ルールに違反（他の経費との混同使用及び
目的外使用）していると判断された。

処分①　配分機関により５年間の公的研究費等交付停止の措置

処分②　預け金と認定された金額全額の返金及び、加算金並びに
延滞金の支払い

本学における事例

参 考

不正経理時 不正金額
1,000,000円

不正経理発覚時
（10年後）

 不正金額　　　　　　 加算金
1,000,000円＋ （1,000,000円×0.1095×10年）
＝2,095,000円　（返還額）

返還金の納付が１年
遅延すると…

　 返還額　　　　　　    延滞金
2,095,000円＋ （2,095,000円×0.1095×1年）
＝2,324,402円

※加算金及び延滞金について科研費の場合、 「補助金等に係る予算の執行

の適正化に関する法律」が適用されるため、

加算金は年10.95％ 延滞金も年10.95％

返還は
不正金額だけ

ではない

延滞金も発生
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◆　本学において管理する競争的資金等に関し、使用ルールや事務手続き等についての相談
に対応するため、以下のとおり相談窓口を設置しています。
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※　通報を行うに当たっては、顕名によることとし、競争的資金等の不正な経理等を
行った者の氏名、不正経理等の内容およびその事実の客観的かつ合理的な根拠
を記載した書面等を、通報窓口に提出してください。

　 なお、匿名による通報の場合は、国立大学法人京都大学における競争的資金等
の適正管理に関する規程第10条第4項により公益通報として取扱います。

※　自らの過去の不正について機関に自己申告した場合には、懲戒処分等にお
いて情状が考慮されることがあります。 （本学懲戒規程第3条第6号参照）

※　通報したことを理由として、不利益な取扱いを受けることはありません。
※　氏名その他の個人情報については、窓口等から通報者への連絡、調査その
他通報処理に関し必要な限度でのみ使用し、適切に保護を行います。
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※この不正防止計画は、「競争的資金等」を含む全ての公的資金による研究費に準用されます。
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このハンドブックに関する問い合わせ先
　　京都大学研究国際部研究推進課研究コンプライアンス掛
　　TEL 075－753－2603 ／ FAX 075－753－2042

研究国際部研究推進課・財務部監理課

学術研究に対する国民の信頼を損なうものです。


